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労働保険とは、労働者災害補償保険（一般に「労災保険」といいます。）と雇用保険とを総称した言葉であり、保険

給付は各保険制度で別個に行われていますが、保険料の徴収等については、両保険は労働保険として、原則的に、一

体のものとして取り扱われています。

「労災保険」は、「業務上の事由、二以上の事業の業務を要因とする事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害

又は死亡に対して迅速かつ公正な保護をするため、必要な保険給付を行い、あわせて業務上の事由又は通勤により負

傷し、又は疾病にかかった労働者の社会復帰の促進、当該労働者及びその遺族の援護、適正な労働条件の確保等を図

り、もって労働者の福祉の増進に寄与することを目的」とし、政府がこれを管掌する（労災保険法１条及び２条）こ

ととされています。

対象は、常用・日雇・パート・アルバイト等賃金を受ける全労働者です。業務上の負傷・疾病及び通勤災害で被災

した場合に給付請求でき、保険料は事業主の全額負担です。

詳しくは管轄の労働基準監督署までお問い合わせください。

「雇用保険」は、「労働者が失業した場合に必要な給付を行うことにより、労働者の生活の安定を図るとともに、求

職活動を容易にする等その就職を促進し、あわせて、労働者の職業の安定に資するため、失業の予防及び雇用機会の

増大、雇用構造の改善、雇用状態の是正及び雇用機会の拡大、労働者の能力の開発及び向上その他労働者の福祉の増

進を図ることを目的」とし、政府がこれを管掌する（雇用保険法１条及び２条）こととされています。

詳しくは最寄りのハローワーク雇用保険適用窓口までお問い合わせください。

労災保険は、労働者の保護を目的とした制度であるため、労働者でない者（事業主、自営業者等）は、本来的には

保護の対象ではありません。労働者でない者は、原則として労災保険への加入ができませんが、労働保険事務組合に

事務委託すること等により、労災保険に特別加入することができる制度です。（委託料等が必要です。）

また、労災保険の適用範囲は、法の属地主義により、国内の事業に限られていることから、国内の事業場から国外

の事業場に派遣された者は、たとえ労働者であっても、労災保険の保護が及ばず、こうした本来労災保険の適用がな

い者のうちの一部の者について、特に労災保険に特別加入することができる制度も設けられています。

詳しくは兵庫労働局までお問い合わせください。

労働保険の保険料は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの１年間（これを「保険年度」といいます。）を単位と

して計算することとなっており、新年度の概算保険料を納付するための申告・納付（労働保険の保険料の徴収等に関

する法律第 条）と前年度の保険料を精算するための確定保険料の申告・納付（労働保険の保険料の徴収等に関する

法律 条）の手続きが必要であり、これを「年度更新」といいます。

保険料は原則的には事業主がその事業に使用する全ての労働者に支払う賃金総額に労災保険率と雇用保険率とを合

計した率を乗じて計算します。労災保険率は 業種に分かれており、賃金総額の 分の から 分の

までとなっています。なお、請負による建設の事業等において、賃金総額を正確に算定することが困難な場合には、

その事業の請負金額に労務費率を乗じた額を賃金総額とすることができます。

令和７年４月１日における雇用保険料率については、一般の事業が 分の 、農林水産業及び清酒製造業が

分の 、建設業が 分の となっています。

労働者に対して賃金・手当・賞与その他の労働の対償として支払うすべてのものをいいます。

基本給、超過勤務手当、深夜手当、休日手当、扶養手当、家族手当、宿・日直手当、役職手当、地域手当、住宅手当、

技能手当、通勤手当、賞与等を指します。

（（２２））「「労労災災保保険険」」ととはは 

（（３３））「「雇雇用用保保険険」」ととはは

 

（（４４））特特別別加加入入制制度度ととはは

 
 

（（６６））保保険険料料のの金金額額はは

 

（（７７））賃賃金金ととはは

 

労労働働（（労労災災・・雇雇用用））保保険険加加入入ににつついいてて

（（１１））「「労労働働保保険険」」ととはは

（（５５））年年度度更更新新ととはは
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労働保険とは、労働者災害補償保険（一般に「労災保険」といいます。）と雇用保険とを総称した言葉であり、保険

給付は各保険制度で別個に行われていますが、保険料の徴収等については、両保険は労働保険として、原則的に、一
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「雇用保険」は、「労働者が失業した場合に必要な給付を行うことにより、労働者の生活の安定を図るとともに、求

職活動を容易にする等その就職を促進し、あわせて、労働者の職業の安定に資するため、失業の予防及び雇用機会の
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詳しくは最寄りのハローワーク雇用保険適用窓口までお問い合わせください。

労災保険は、労働者の保護を目的とした制度であるため、労働者でない者（事業主、自営業者等）は、本来的には

保護の対象ではありません。労働者でない者は、原則として労災保険への加入ができませんが、労働保険事務組合に

事務委託すること等により、労災保険に特別加入することができる制度です。（委託料等が必要です。）

また、労災保険の適用範囲は、法の属地主義により、国内の事業に限られていることから、国内の事業場から国外

の事業場に派遣された者は、たとえ労働者であっても、労災保険の保護が及ばず、こうした本来労災保険の適用がな

い者のうちの一部の者について、特に労災保険に特別加入することができる制度も設けられています。

詳しくは兵庫労働局までお問い合わせください。

労働保険の保険料は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの１年間（これを「保険年度」といいます。）を単位と

して計算することとなっており、新年度の概算保険料を納付するための申告・納付（労働保険の保険料の徴収等に関

する法律第 条）と前年度の保険料を精算するための確定保険料の申告・納付（労働保険の保険料の徴収等に関する

法律 条）の手続きが必要であり、これを「年度更新」といいます。

保険料は原則的には事業主がその事業に使用する全ての労働者に支払う賃金総額に労災保険率と雇用保険率とを合

計した率を乗じて計算します。労災保険率は 業種に分かれており、賃金総額の 分の から 分の

までとなっています。なお、請負による建設の事業等において、賃金総額を正確に算定することが困難な場合には、

その事業の請負金額に労務費率を乗じた額を賃金総額とすることができます。

令和７年４月１日における雇用保険料率については、一般の事業が 分の 、農林水産業及び清酒製造業が

分の 、建設業が 分の となっています。

労働者に対して賃金・手当・賞与その他の労働の対償として支払うすべてのものをいいます。

基本給、超過勤務手当、深夜手当、休日手当、扶養手当、家族手当、宿・日直手当、役職手当、地域手当、住宅手当、

技能手当、通勤手当、賞与等を指します。

（（２２））「「労労災災保保険険」」ととはは 

（（３３））「「雇雇用用保保険険」」ととはは

 

（（４４））特特別別加加入入制制度度ととはは

 
 

（（６６））保保険険料料のの金金額額はは

 

（（７７））賃賃金金ととはは

 

労労働働（（労労災災・・雇雇用用））保保険険加加入入ににつついいてて
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但し、就業規則に本人に適用される条件が具体的に規定されており、労働契約締結時に労働者各人に対し本人に適

用される部分を明らかにした上で、就業規則を交付することによっても書面による明示とすることができます。また

労働者の希望がある場合に限り、電子メール等（その記録を出力して書面化できるものに限る。）の送信による明示も

認められます。なお上記④の時刻・休日について、単に「シフトによる」と記載するだけでは不足です。 
 

 
労働基準法に定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は、その部分については無効であり、無効となった

部分は、同法に定める基準が適用されます。 

 

労働契約は、①期間の定めのない契約と②期間の定めのある契約に分けられます。期間の定めのある契約

（有期労働契約）については、次のとおり定められています。

１ 有期労働契約は、原則、契約期間の上限は３年です。但し、一定の事業の完了に必要な期間を定める場合（土

木、建築工事等と長期の法定職業訓練期間を要するもの）には、３年を超える契約期間を定めることができます。

２ 次に該当する場合には、契約期間の上限を５年とすることが可能です。

①厚生労働大臣が定める基準に該当する高度の専門的知識、技術または経験を有する者と、そのような専門的

知識等を必要とする業務に就かせる労働契約を締結する場合

②満 歳以上の者と労働契約を締結する場合

賃金は、通貨で、全額を、毎月１回以上、一定の期日を定めて、労働者に直接支払わなければなりません。また、

賃金から税金、社会保険料など法令で定められているもの以外のものを控除する場合には、労働者の過半数で組織す

る労働組合、過半数労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者との労使協定が必要です。なお、上記と同様

に労働者の過半数を代表する者との労使協定を結んだ上で一定の条件（①労働者の同意を得ること、②労働者の指定す

（（３３））労労働働契契約約期期間間（（第第 条条））

が自動的に適用されま

す。

と労働契約等で定めても無

効となり、労働基準法第

条に基づいて

「年次有給休暇は雇い入れの日

から起算して３年経過後から与

える」

「年次有給休暇は雇い入れ日

から起算して６か月経過後か

ら与える」

（（１１））労労働働条条件件のの明明示示（（第第 条条））

（（２２））労労働働基基準準法法違違反反のの契契約約（（第第 条条）） 

労労働働基基準準法法

（（４４））賃賃金金（（第第 条条））

例

１１ 使使用用者者がが労労働働者者とと労労働働契契約約をを結結ぶぶととききはは、、賃賃金金、、労労働働時時間間そそのの他他労労働働条条件件をを書書面面ななどどでで明明示示ししななけけれればばななりりまませせんん。。
２２ 明明示示さされれたた労労働働条条件件とと事事実実がが相相違違ししてていいるる場場合合ににはは、、労労働働者者はは即即時時にに労労働働契契約約をを解解除除すするるここととががででききまますす。。
３３ ２２のの場場合合、、就就業業ののたためめにに住住居居をを変変更更ししたた労労働働者者がが、、契契約約解解除除のの日日かからら 日日以以内内にに帰帰郷郷すするる場場合合ににはは、、使使用用者者はは必必要要なな旅旅費費をを負負担担

ししななけけれればばななりりまませせんん。。

▸▸労働条件の明示事項

 
必必ずず明明示示ししななけけれればばななららなないい事事項項 定定めめををししたた場場合合にに明明示示ししななけけれればばななららなないい事事項項

⑧昇給に関する事項

①労働契約の期間

②有期労働契約を更新する場合の基準（有期労働契約の通算契約期間または

更新回数の上限を含む）

③就業の場所・従事する業務の内容（就業場所・業務の変更の範囲を含む）

④始業・終業時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、

休日、休暇、交替制勤務をさせる場合は就業時転換に関する事項

⑤賃金の決定・計算・支払いの方法、賃金の締切り・支払いの時期に関する

事項

⑥退職に関する事項（解雇の事由を含む）

⑦有期契約労働者で、無期転換申込権が発生する契約更新時は、無期転換申込

機会及び無期転換後の労働条件

書書面面のの交交付付にによよららななけけれればばななららなないい事事項項  ⑨退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の

決定、計算・支払いの方法、支払いの時期に関する事項

⑩臨時に支払われる賃金・賞与などに関する事項

⑪労働者に負担させる食費・作業用品その他に関する事項

⑫安全衛生に関する事項

⑬職業訓練に関する事項

⑭災害補償、業務外の傷病扶助に関する事項

⑮表彰、制裁に関する事項

⑯休職に関する事項

❶ 昇給の有無 ❷ 退職手当の有無

❸ 賞与の有無 ❹ 相談窓口（相談担当者の氏名、役職、相談部署等）

（パートタイム・有期雇用労働法第６条）

パパーートトタタイイムム労労働働者者・・有有期期雇雇用用労労働働者者のの場場合合  
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る本人名義の預貯金口座に振り込まれること、③賃金の金額が所定の支払日に払い出し得ること）を満たせば、金融機関

への振り込みにより支払うことができます（証券会社の一定要件を満たす預かり金に該当する証券総合口座への賃金及

び退職手当の振り込みも可能です）。退職手当については労働者本人の同意を条件に、①銀行振出小切手、②銀行支払

保証小切手、③郵便為替により支払うこともできます。

令和５年４月１日以降、労働者の同意を条件に、いわゆる賃金のデジタル払い（厚生労働大臣による指定資金移動

業者の口座（決済アプリ等）に直接賃金を振り込むもの）が可能となっています。

■■１１ 賃賃金金支支払払いい５５原原則則

■■２２ 例例 外外
通貨以外のものの支払いが認められる場合 法令・労働協約に現物支給の定めがある場合、労使協定と労働者の同意に基

づく金融機関等への口座振込等 ﾍﾟｰｼﾞ 参照

賃金控除が認められる場合 法令（税金、社会保険料等の公租公課）、労使協定による場合

毎月 回以上、一定期日払いでなくてよい場合 臨時支給の賃金、賞与、査定期間が か月を超える期間によって算定される

精勤手当、能率手当など

■■３３ 休休業業手手当当（（第第 条条））

会社側の都合により労働者を休業させた場合には、休業させた所定労働日について、平均

賃金の６割以上の休業手当を支払わなければなりません。

平均賃金の具体的計算方法については、労働基準監督署又は労働局（監督課・賃金室）へ

お問い合わせ下さい。

■■４４ 最最低低賃賃金金

☆地域別最低賃金

地域最低賃金 時 間 額 発効日

兵庫県最低賃金 円 令和 年 月 日

☆特定（産業別）最低賃金

特定（産業別）最低賃金の適用業種 時間額 発効日

塗料製造業 円 令和 年 月 日

鉄鋼業 円 令和 年 月 日

はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械

器具製造業
円 令和 年 月 日

電子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器具製造

業、情報通信機械器具製造業
円 令和 年 月 日

輸送用機械器具製造業 円 令和 年 月 日

計量器・測定器・分析機器・試験機・測量機械器具製造業 円 令和 年 月 日

休憩時間を除き１週間について 時間、１日について８時間を超えて労働させてはなりません（法 条）。但し、

特例措置事業場（常時 人未満の労働者を使用する商業、映画・演劇業《映画の製作の事業を除く。》、保健衛生業、

接客娯楽業）については、１週間について 時間、１日について８時間まで労働させることが認められています（第

条、労働基準法施行規則第 条の２第１項）。

なお、労使協定の届出等一定の要件を満たした場合、一定の期間を平均し１週間あたりの労働時間が法定労働時間

の範囲内におさまる時には、特定の日、特定の週に法定労働時間を超えて労働をさせることが認められている変形労

働時間制があります。変形労働時間制には次の４種類があります。

①１か月単位の変形労働時間制（第 条の２）

②１年単位の変形労働時間制（第 条の４、第 条の４の２）

③フレックスタイム制（第 条の３）

① 通 貨 で

② 全 額 を

③ 毎月１回以上

④ 一定期日に

⑤ 直接労働者に

（（５５））法法定定労労働働時時間間（（第第 条条））

支払う使用者は賃金を
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る本人名義の預貯金口座に振り込まれること、③賃金の金額が所定の支払日に払い出し得ること）を満たせば、金融機関

への振り込みにより支払うことができます（証券会社の一定要件を満たす預かり金に該当する証券総合口座への賃金及

び退職手当の振り込みも可能です）。退職手当については労働者本人の同意を条件に、①銀行振出小切手、②銀行支払

保証小切手、③郵便為替により支払うこともできます。

令和５年４月１日以降、労働者の同意を条件に、いわゆる賃金のデジタル払い（厚生労働大臣による指定資金移動

業者の口座（決済アプリ等）に直接賃金を振り込むもの）が可能となっています。

■■１１ 賃賃金金支支払払いい５５原原則則

■■２２ 例例 外外
通貨以外のものの支払いが認められる場合 法令・労働協約に現物支給の定めがある場合、労使協定と労働者の同意に基

づく金融機関等への口座振込等 ﾍﾟｰｼﾞ 参照

賃金控除が認められる場合 法令（税金、社会保険料等の公租公課）、労使協定による場合

毎月 回以上、一定期日払いでなくてよい場合 臨時支給の賃金、賞与、査定期間が か月を超える期間によって算定される

精勤手当、能率手当など

■■３３ 休休業業手手当当（（第第 条条））

会社側の都合により労働者を休業させた場合には、休業させた所定労働日について、平均

賃金の６割以上の休業手当を支払わなければなりません。

平均賃金の具体的計算方法については、労働基準監督署又は労働局（監督課・賃金室）へ

お問い合わせ下さい。

■■４４ 最最低低賃賃金金

☆地域別最低賃金

地域最低賃金 時 間 額 発効日

兵庫県最低賃金 円 令和 年 月 日

☆特定（産業別）最低賃金

特定（産業別）最低賃金の適用業種 時間額 発効日

塗料製造業 円 令和 年 月 日

鉄鋼業 円 令和 年 月 日

はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械

器具製造業
円 令和 年 月 日

電子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器具製造

業、情報通信機械器具製造業
円 令和 年 月 日

輸送用機械器具製造業 円 令和 年 月 日

計量器・測定器・分析機器・試験機・測量機械器具製造業 円 令和 年 月 日

休憩時間を除き１週間について 時間、１日について８時間を超えて労働させてはなりません（法 条）。但し、

特例措置事業場（常時 人未満の労働者を使用する商業、映画・演劇業《映画の製作の事業を除く。》、保健衛生業、

接客娯楽業）については、１週間について 時間、１日について８時間まで労働させることが認められています（第

条、労働基準法施行規則第 条の２第１項）。

なお、労使協定の届出等一定の要件を満たした場合、一定の期間を平均し１週間あたりの労働時間が法定労働時間

の範囲内におさまる時には、特定の日、特定の週に法定労働時間を超えて労働をさせることが認められている変形労

働時間制があります。変形労働時間制には次の４種類があります。

①１か月単位の変形労働時間制（第 条の２）

②１年単位の変形労働時間制（第 条の４、第 条の４の２）

③フレックスタイム制（第 条の３）

① 通 貨 で

② 全 額 を

③ 毎月１回以上

④ 一定期日に

⑤ 直接労働者に

（（５５））法法定定労労働働時時間間（（第第 条条））

支払う使用者は賃金を
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④１週間単位の非定型的変形労働時間制（第 条の５）

（常時雇用する労働者数 人未満の小売業、旅館、料理店及び飲食店のみ可）

時時間間外外及及びび休休日日のの労労働働（（第第 条条））

以下の事業・業務については、令和６（ ）年４月から、次の内容（特例）の時間外労働の上限規制が適用さ

れています。

（（６６））時時間間外外労労働働のの取取りり決決めめ

時間外（法定労働時間外）または休日（法定休日）に労働させる場合には、あらかじめ労働者の過半数で組織する労働

組合、過半数労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者と労使協定を締結し、これを所轄労働基準監督署長に届

け出ることが必要です。

※新技術・新商品等の研究開発業務については、上限規制の適用が除外されています。
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時時間間外外、、休休日日及及びび深深夜夜のの割割増増賃賃金金（（第第 条条））

※割増賃金の計算の基礎となる賃金には、家族手当、通勤手当、別居手当、子女教育手当、住宅手当、臨時に支

払われた賃金、１か月を超える期間ごとに支払われる賃金は算入しません。なお、割増賃金などの計算の基礎と

なる賃金に含まれるかどうかは、名称ではなく内容により判断されます。

■■ 割割増増賃賃金金のの算算定定方方法法（（法法定定どどおおりりのの割割増増賃賃金金率率にによよるる場場合合））

■■ 法法定定休休日日労労働働のの割割増増率率

労働時間が 時間を超える場合は少なくとも 分以上、時間を超える場合は少なくとも 時間以上の休憩時間

を勤務途中に与え、自由に利用できるようにしなければなりません。また、特定業種（商業、接客娯楽業、保健衛

生業等）を除き、労使協定を締結しなければ休憩時間を全労働者に一斉に付与することが必要です。

年次有給休暇は、雇い入れの日から起算して か月間継続勤務し、全労働日の 割以上出勤した労働者に対して

最低 日を与えなければなりません。

いわゆるパートタイム労働者についても、原則同様に扱うことが必要です。

年次有給休暇の付与日数は、一般労働者の場合は、次のとおりとなります。

（１）週所定労働日数が 日以上又は週所定労働時間が 時間以上の労働者

継続勤務年数 ０ ５ １ ５ ２ ５ ３ ５ ４ ５ ５ ５
６ ５

以上

付 与 日 数 １０ １１ １２ １４ １６ １８ ２０

（２）認定職業訓練を受ける未成年者（第 条）で（３）に該当する労働者を除く

継続勤務年数 ０ ５ １ ５ ２ ５ ３ ５ ４ ５ ５ ５

法定労働時間を超える時間外、深夜（午後 時～午前 時）に労働させた場合には２割５分以上、法定休日に労働さ

せた場合には３割５分以上、また１か月に 時間を超える時間外労働をさせた場合には５割以上の割増賃金を（注）支

払わなければなりません。 

①月給制の場合

※

×

②日給制の場合

※

×

③出来高払制の場合

※※

×
※※時間外労働が月 時間を超える場合は、その

超えた時間について

※時間外労働が月 時間を超える場合は、その超

えた時間について

左記金額に時間外労働時間数、深夜

労働時間数（基本部分 を支払っ

ていれば ）、休日労働時間数を

乗じた金額を支払う。

月決め賃金（＋諸手当）支給総額

年間平均 か月所定労働時間数

日決め賃金（＋諸手当）支給総額

週間平均の 日所定労働時間数

当該期間中の出来高給賃金総額

当該期間中の総労働時間数

割
増
賃
金
の
算
定
方
法

例）13時から23時まで労働（休憩は18時から19時）の場合 
13:00～22:00 → １時間あたりの賃金 ×１．35 ×8時間 

22:00～23:00 → １時間あたりの賃金 ×１．35＋0．25 ×1時間 

法定休日労働 

法定休日労働＋深夜残業 

事業場で労使協定を締結すれば、 か月に 時間を超える時間外労働を行った労働者に対して、その健康を確保するた

め平成 年度改正法による引上げ分（ ％から ％に引き上げた差の ％分）の割増賃金の支払に代えて、有給の休暇

を付与することができます。労働者がこの有給の休暇を取得した場合でも、 ％の割増賃金は必要です。

この労使協定は事業場において代替休暇の制度を設けることを可能にするものであり、個々の労働者に対して代替休暇

の取得を義務づけるものではありません。

個々の労働者が実際に代替休暇を取得するか否かは、労働者の意思により決定されます。

代替休暇は、１日又は半日単位で時間外労働 時間超の月の末日の翌日から２か月以内に取得させる必要があります。

（（７７））休休憩憩時時間間（（第第 条条））

（（８８））年年次次有有給給休休暇暇（（第第 条条））

労働者の受ける賃金が①～③の 以上の賃金からなる場合には、①～③によってそれぞれ算出した合計額となります。
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時時間間外外、、休休日日及及びび深深夜夜のの割割増増賃賃金金（（第第 条条））

※割増賃金の計算の基礎となる賃金には、家族手当、通勤手当、別居手当、子女教育手当、住宅手当、臨時に支

払われた賃金、１か月を超える期間ごとに支払われる賃金は算入しません。なお、割増賃金などの計算の基礎と

なる賃金に含まれるかどうかは、名称ではなく内容により判断されます。

■■ 割割増増賃賃金金のの算算定定方方法法（（法法定定どどおおりりのの割割増増賃賃金金率率にによよるる場場合合））

■■ 法法定定休休日日労労働働のの割割増増率率

労働時間が 時間を超える場合は少なくとも 分以上、時間を超える場合は少なくとも 時間以上の休憩時間

を勤務途中に与え、自由に利用できるようにしなければなりません。また、特定業種（商業、接客娯楽業、保健衛

生業等）を除き、労使協定を締結しなければ休憩時間を全労働者に一斉に付与することが必要です。

年次有給休暇は、雇い入れの日から起算して か月間継続勤務し、全労働日の 割以上出勤した労働者に対して

最低 日を与えなければなりません。

いわゆるパートタイム労働者についても、原則同様に扱うことが必要です。

年次有給休暇の付与日数は、一般労働者の場合は、次のとおりとなります。

（１）週所定労働日数が 日以上又は週所定労働時間が 時間以上の労働者

継続勤務年数 ０ ５ １ ５ ２ ５ ３ ５ ４ ５ ５ ５
６ ５

以上

付 与 日 数 １０ １１ １２ １４ １６ １８ ２０

（２）認定職業訓練を受ける未成年者（第 条）で（３）に該当する労働者を除く

継続勤務年数 ０ ５ １ ５ ２ ５ ３ ５ ４ ５ ５ ５

法定労働時間を超える時間外、深夜（午後 時～午前 時）に労働させた場合には２割５分以上、法定休日に労働さ

せた場合には３割５分以上、また１か月に 時間を超える時間外労働をさせた場合には５割以上の割増賃金を（注）支

払わなければなりません。 

①月給制の場合

※

×

②日給制の場合

※

×

③出来高払制の場合

※※

×
※※時間外労働が月 時間を超える場合は、その

超えた時間について

※時間外労働が月 時間を超える場合は、その超

えた時間について

左記金額に時間外労働時間数、深夜

労働時間数（基本部分 を支払っ

ていれば ）、休日労働時間数を

乗じた金額を支払う。

月決め賃金（＋諸手当）支給総額

年間平均 か月所定労働時間数

日決め賃金（＋諸手当）支給総額

週間平均の 日所定労働時間数

当該期間中の出来高給賃金総額

当該期間中の総労働時間数

割
増
賃
金
の
算
定
方
法

例）13時から23時まで労働（休憩は18時から19時）の場合 
13:00～22:00 → １時間あたりの賃金 ×１．35 ×8時間 

22:00～23:00 → １時間あたりの賃金 ×１．35＋0．25 ×1時間 

法定休日労働 

法定休日労働＋深夜残業 

事業場で労使協定を締結すれば、 か月に 時間を超える時間外労働を行った労働者に対して、その健康を確保するた

め平成 年度改正法による引上げ分（ ％から ％に引き上げた差の ％分）の割増賃金の支払に代えて、有給の休暇

を付与することができます。労働者がこの有給の休暇を取得した場合でも、 ％の割増賃金は必要です。

この労使協定は事業場において代替休暇の制度を設けることを可能にするものであり、個々の労働者に対して代替休暇

の取得を義務づけるものではありません。

個々の労働者が実際に代替休暇を取得するか否かは、労働者の意思により決定されます。

代替休暇は、１日又は半日単位で時間外労働 時間超の月の末日の翌日から２か月以内に取得させる必要があります。

（（７７））休休憩憩時時間間（（第第 条条））

（（８８））年年次次有有給給休休暇暇（（第第 条条））

労働者の受ける賃金が①～③の 以上の賃金からなる場合には、①～③によってそれぞれ算出した合計額となります。
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以上

付 与 日 数 １２ １３ １４ １６ １８ ２０

（３）週所定労働日数が 日以下かつ週所定労働時間が 時間未満の労働者

週所定労働日数に応じて、次のとおり比例付与されます。

週所定

労働日数

１年間の

所定労働日数※

継 続 勤 務 年 数

０ ５ １ ５ ２ ５ ３ ５ ４ ５ ５ ５
６ ５

以上

付

与

日

数

４日 １６９日～２１６日 ７日 ８日 ９日 １０日 １２日 １３日 １５日

３日 １２１日～１６８日 ５日 ６日 ６日 ８日 ９日 １０日 １１日

２日 ７３日～１２０日 ３日 ４日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日

１日 ４８日～ ７２日 １日 ２日 ２日 ２日 ３日 ３日 ３日

※週以外の期間によって労働日数が定められている場合

■■年年次次有有給給休休暇暇のの取取得得時時季季
年次有給休暇の取得時季については、労働者に時季指定権があります。

なお、指定時季が事業の正常な運営を妨げるような場合は、会社に休暇時季の変更権が認められています（「事業の

正常な運営を妨げる」とは、年度末の業務繁忙期などに多数の労働者の請求が集中したため全員に休暇を付与しがた

いような場合などに限られます）。

■年年５５日日のの年年次次有有給給休休暇暇のの付付与与義義務務
年１０日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対して、年次有給休暇のうち年５日については、使用者は付与し

た日（基準日）から１年以内に取得時季を指定して与える義務があります。

（なお、５日以上取得済みの労働者に対しては、使用者による上記時季指定は不要です。）

■■年年次次有有給給休休暇暇のの時時間間単単位位取取得得
事業場で労使協定を締結すれば、１年に５日分を限度として年次有給休暇を時間単位で取得することができます。

年次有給休暇を日単位で取得するか、時間単位で取得するかは、労働者が自由に選択することができます。

なお、半日単位の年休については、本来の 日単位での年休取得を阻害しない範囲で適用される限り、労働者の請

求に応じて与えることができます。

■■年年次次有有給給休休暇暇管管理理簿簿のの作作成成
使用者は、労働者ごとに年休取得年月日 時季 、取得日数、基準日を明らかにした年次有給休暇管理簿を作成し、

５年間（経過措置により当分の間３年間）以上保存しなければなりません。

原則として毎週少なくとも１日（原則暦日）の休日を与えなければなりません。その際、できるだけ休日を特定し

て与えてください。例外規定として４週間に４日以上の休日を与えることも可能となっていますが、この場合は４週

間の起算日を定める必要があります。前記（５）の法定労働時間を遵守するために週休２日制の完全実施をご検討下

さい。

雇用保険・労災保険・健康保険・厚生年金保険など各種保険に加入する必要があります。

また、労働者を採用したときは速やかに各種保険の取得手続きを行う必要があります。

なお、事業者が保存すべき賃金台帳・労働者名簿などの記録保存期間は５年（但し、当分の間は３年）です。

●
●●●●● ○○…

労働者の年次有給休暇の付与日数

5日分以内

【図】時間単位年休の仕組
事業場で労使協定を締結すれば、

分割して時間単位で取得可能

1時間×８回などに分割

（（ ））各各種種社社会会保保険険のの加加入入・・採採用用時時のの取取得得手手続続きき、、賃賃金金台台帳帳ななどどのの記記録録のの保保存存

●
●●●●● ○○…

労働者の年次有給休暇の付与日数

5日分以内

【図】時間単位年休の仕組
事業場で労使協定を締結すれば、

分割して時間単位で取得可能

1時間×８回などに分割

（（９９））休休日日（（第第 条条））
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（（ ））女女性性のの労労働働基基準準

原則として労働者の雇い入れ時に法定項目の健康診断を行わなければなりません。また、採用後は１年以内ごとに

１回、定期的に法定項目についての健康診断を行わなければなりません。その他、深夜業など特定の業務について６

月ごとに１回の健康診断や、危険有害業務に係る特殊健康診断等を行う必要があります（詳細は労働局健康課ないし

労働基準監督署にお問い合わせ下さい）。

併せてまた、雇い入れ時及び作業内容変更時には、遅滞なく機械や原材料等の危険性または有害性及び取り扱い方

法に関することなど法定事項について、安全・衛生のための教育を実施しなければならない他、危険有害な業務に就

労する労働者に対する、法定の特別教育を行わなければなりません。

最最低低年年齢齢（（第第 条条））

年年少少者者のの証証明明（（第第 条条））

未未成成年年者者のの労労働働契契約約（（第第 条条））

年年少少者者のの深深夜夜業業（（第第 条条））

年年少少者者のの危危険険有有害害業業務務のの就就業業制制限限（（第第 、、 条条））

妊妊産産婦婦のの就就業業制制限限業業務務（（ 条条のの ））

児童（満 歳に達した日以後の最初の 月 日までの者）を労働者として使用することは禁止されています。

年少者（満 歳未満の者）を使用する場合には年齢証明書を、児童を使用する場合にはさらに学校長の証明書、
親権者または後見人の同意書を、事業場に備え付けておかなければなりません。

親権者または後見人が未成年者に代わって労働契約を締結することは禁止されています。したがって、未成年者
の労働契約は、未成年者が親権者または後見人の同意を得て、自ら締結することとなります。
また、未成年者が締結した労働契約がその未成年者に不利であると認められる場合には、親権者、後見人または
所轄労働基準監督署長は、その労働契約を将来に向かって解除することができます。

年少者を深夜（午後 時～午前 時）に働かせることは、原則として禁止されています。

年少者を坑内労働、重量物を取り扱う業務等一定の危険有害並びに福祉に有害な業務に就かせることはできませ
ん。（就業が禁止されている業務は年少者労働基準規則に記載されています。詳しくは労働局（安全課・健康課・
監督課）又は労働基準監督署にお問い合わせ下さい。）

例例外外的的措措置置 

非工業的事業では、満13歳以上、さらに、 

映画製作・演劇の事業では満13歳未満の 

児童でも、所轄の労働基準監督署長の許可 

を条件として、例外的に修学時間外に働か

せることができます。 
許可年齢満13歳以上 

労労働働者者のの最最低低年年齢齢 

満 15 歳に達した

日以後の最初の

3月31日まで 

使用不可 

所轄の労働基準監

督署長の許可で 

使用可能 

新聞配達等 

非工業的事業で 

健康・福祉に有害

でない軽易な業務 

（（ ））健健康康管管理理・・安安全全衛衛生生教教育育（（労労働働安安全全衛衛生生規規則則第第 条条、、同同規規則則第第 条条））

（（ ））年年少少者者（（ 歳歳未未満満））にに対対すするる規規制制

（（ ））女女性性のの労労働働基基準準妊産婦を妊娠、出産、哺育等に有害な業務（重量物の取扱いや有害物を発散する場所における業務その他）に就
かせてはなりません。就業禁止業務は女性労働基準規則に記載されています。詳しくは年少者と同様、労働局又は
労働基準監督署にお問い合わせください。

禁 

止 

年年少少者者  
(満18歳未満) 

午後 10時 
   ～午前5時 

 
 
 
午後 8時 

   ～午前5時 
（演劇子役は例外有） 

深深夜夜業業 例 

外 

交替制で使用する満16才以上の男性 

交替制による事業において労基署長の
許可により午後 10 時 30分まで、また午
前5時30分から労働させる場合 

きょ 
農林水産業、保健衛生業、電話交換業務

の従事者 
 

非常災害時の時間外・休日労働 
 

児児童童  
満15歳に達し

た後の最初の

3月31日まで

の者 
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（（ ））女女性性のの労労働働基基準準

原則として労働者の雇い入れ時に法定項目の健康診断を行わなければなりません。また、採用後は１年以内ごとに

１回、定期的に法定項目についての健康診断を行わなければなりません。その他、深夜業など特定の業務について６

月ごとに１回の健康診断や、危険有害業務に係る特殊健康診断等を行う必要があります（詳細は労働局健康課ないし

労働基準監督署にお問い合わせ下さい）。

併せてまた、雇い入れ時及び作業内容変更時には、遅滞なく機械や原材料等の危険性または有害性及び取り扱い方

法に関することなど法定事項について、安全・衛生のための教育を実施しなければならない他、危険有害な業務に就

労する労働者に対する、法定の特別教育を行わなければなりません。

最最低低年年齢齢（（第第 条条））

年年少少者者のの証証明明（（第第 条条））

未未成成年年者者のの労労働働契契約約（（第第 条条））

年年少少者者のの深深夜夜業業（（第第 条条））

年年少少者者のの危危険険有有害害業業務務のの就就業業制制限限（（第第 、、 条条））

妊妊産産婦婦のの就就業業制制限限業業務務（（ 条条のの ））

児童（満 歳に達した日以後の最初の 月 日までの者）を労働者として使用することは禁止されています。

年少者（満 歳未満の者）を使用する場合には年齢証明書を、児童を使用する場合にはさらに学校長の証明書、
親権者または後見人の同意書を、事業場に備え付けておかなければなりません。

親権者または後見人が未成年者に代わって労働契約を締結することは禁止されています。したがって、未成年者
の労働契約は、未成年者が親権者または後見人の同意を得て、自ら締結することとなります。
また、未成年者が締結した労働契約がその未成年者に不利であると認められる場合には、親権者、後見人または
所轄労働基準監督署長は、その労働契約を将来に向かって解除することができます。

年少者を深夜（午後 時～午前 時）に働かせることは、原則として禁止されています。

年少者を坑内労働、重量物を取り扱う業務等一定の危険有害並びに福祉に有害な業務に就かせることはできませ
ん。（就業が禁止されている業務は年少者労働基準規則に記載されています。詳しくは労働局（安全課・健康課・
監督課）又は労働基準監督署にお問い合わせ下さい。）

例例外外的的措措置置 

非工業的事業では、満13歳以上、さらに、 

映画製作・演劇の事業では満13歳未満の 

児童でも、所轄の労働基準監督署長の許可 

を条件として、例外的に修学時間外に働か

せることができます。 
許可年齢満13歳以上 

労労働働者者のの最最低低年年齢齢 

満 15 歳に達した

日以後の最初の

3月31日まで 

使用不可 

所轄の労働基準監

督署長の許可で 

使用可能 

新聞配達等 

非工業的事業で 

健康・福祉に有害

でない軽易な業務 

（（ ））健健康康管管理理・・安安全全衛衛生生教教育育（（労労働働安安全全衛衛生生規規則則第第 条条、、同同規規則則第第 条条））

（（ ））年年少少者者（（ 歳歳未未満満））にに対対すするる規規制制

（（ ））女女性性のの労労働働基基準準妊産婦を妊娠、出産、哺育等に有害な業務（重量物の取扱いや有害物を発散する場所における業務その他）に就
かせてはなりません。就業禁止業務は女性労働基準規則に記載されています。詳しくは年少者と同様、労働局又は
労働基準監督署にお問い合わせください。

禁 

止 

年年少少者者  
(満18歳未満) 

午後 10時 
   ～午前5時 

 
 
 
午後 8時 

   ～午前5時 
（演劇子役は例外有） 

深深夜夜業業 例 

外 

交替制で使用する満16才以上の男性 

交替制による事業において労基署長の
許可により午後 10 時 30分まで、また午
前5時30分から労働させる場合 

きょ 
農林水産業、保健衛生業、電話交換業務

の従事者 
 

非常災害時の時間外・休日労働 
 

児児童童  
満15歳に達し

た後の最初の

3月31日まで

の者 
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常時 人以上の労働者を使用している事業場では、就業規則を作成し、事業場に労働者の過半数で組織する労
働組合がある場合はその労働組合、過半数で組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者の意見
書を添えて、所轄労働基準監督署長に届け出なければなりません。
また、就業規則を変更した場合でも同様です。

（（ ））就就業業規規則則

就就業業規規則則のの作作成成・・届届出出・・変変更更のの義義務務（（第第 条条、、第第 条条、、第第 条条））

就就業業規規則則のの記記載載事事項項

就業形態が多様化し、労働者の労働条件が個別に決定・変更される場合が増加するとともに、個別労働紛争が増えて

います。このような中で、平成２０年３月１日から労働契約法が施行されています。平成２４年の一部改正では、有期

労働契約の新しいルールが追加されました。

労労働働契契約約のの基基本本ルルーールル（（第第３３条条、、第第４４条条、、第第５５条条））

・労働契約の締結や変更に当たっては、労使の対等の立場における合意によるのが原則です。

・労働契約の締結や変更に当たっては、労働者及び使用者が就業の実態に応じて、均衡を考慮しつつ行う必要がありま

す。

・労働契約の締結や変更に当たっては、労働者及び使用者が仕事と生活の調和に配慮する必要があります。

・労働者と使用者は、信義に従い誠実に行動しなければならず、権利を濫用してはなりません。

・使用者は、労働契約の内容について、労働者の理解を深めるようにしましょう。

・労働者と使用者は、労働契約の内容について、できる限り書面で確認しましょう。

・使用者は、労働者の生命や身体などの安全が確保されるように配慮することが求められています。

労労働働契契約約をを結結ぶぶ場場合合ににはは・・・・・・（（第第６６条条、、第第７７条条、、第第 条条、、第第 条条））

・労働者と使用者が「労働すること」「賃金を支払うこと」について合意することによって、労働契約が成立します。

・労働者と使用者が契約を結ぶ場合に、使用者が合理的な内容の就業規則を労働者に周知させていた場合には、就業規

則で定める労働条件が、労働者の労働条件になります。

・労働者と使用者が、就業規則の内容と異なる労働条件を合意していた部分については、その合意していた内容が、労

働者の労働条件として優先されることとなります。

※但し労使が個別に同意していた労働条件が、就業規則で定める基準に達しない場合には、労働者の労働条件は就業

規則で定める基準となります。

・就業規則で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は、その部分については無効となります。無効となった

部分は、就業規則で定める基準によります。

・就業規則が法令や労働協約に反する場合には、当該反する労働条件は労働契約の内容にはなりません。

労労働働契契約約をを変変ええるる場場合合ににはは・・・・・・（（第第８８条条、、第第９９条条、、第第 条条、、第第 条条））

・労働者と使用者が合意すれば、労働契約を変更できます。

・使用者が一方的に就業規則を変更して、労働者の不利益に労働条件を変更することはできません。

・使用者が就業規則の変更によって労働条件を変更する場合には、変更の合理性及び変更後の就業規則を労働者へ周知

することが必要です。

・労働者と使用者が、就業規則の変更によっては変更されない労働条件を個別に合意していた場合には、その合意して

①始業及び就業の時刻、休憩時間、休日、休暇並び

に交代制の場合には就業時転換に関する事項

②賃金の決定、計算及び支払いの方法、賃金の締切

り及び支払いの時期並びに昇給に関する事項

③退職に関する事項（解雇の事由含む）

①退職手当に関する事項

②臨時の賃金（賞与）・最低賃金額に関する事項

③食費・作業用品などの負担に関する事項

④安全衛生に関する事項

⑤職業訓練に関する事項

⑥災害補償、業務外の傷病扶助に関する事項

⑦表彰、制裁に関する事項

⑧その他全労働者に適用される事項

定めをする場合に記載しなければならない事項 
（相対的必要記載事項） 

必ず記載しなければならない事項

（絶対的必要記載事項）

労労働働契契約約法法
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いた内容が、労働者の労働条件になります。

・就業規則の変更の手続きは、労働基準法第 条及び第 条の定めるところによります。

労労働働契契約約をを終終了了すするる場場合合ななどどににはは・・・・・・（（第第 条条、、第第 条条、、第第 条条））

・権利濫用と認められる出向命令は、無効となります。

・客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当と認められない懲戒は、無効となります。

・客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当と認められない解雇は、権利を濫用したものとして無効になります。

有有期期労労働働契契約約をを結結ぶぶ場場合合ににはは・・・・・・（（第第 条条））

・使用者は、やむを得ない事由がある場合でなければ、契約期間が満了するまでの間において、労働者を解雇すること

ができません。

・使用者は、有期労働契約によって労働者を雇い入れる目的に照らして、契約期間を必要以上に短い期間を定めること

により短期の有期労働契約を反復更新することのないよう配慮しなければなりません。

無無期期労労働働契契約約へへのの転転換換・・・・・・（（第第 条条））

・同一の使用者との間で、有期労働契約が通算で５年を超えて繰り返し更新された場合は、その労働者に「無期転換申

込権」が発生します。無期転換申込権を得た労働者が使用者に申込みを行うことによって、無期労働契約に転換され

ます。この無期転換ルールは、有期労働契約の濫用的な利用を抑制し、労働者の雇用の安定を図ることを目的として

います。

※通算契約期間のカウントは、平成２５年４月１日以後に開始する有期労働契約が対象です。平成２５年３月３１日

以前に開始した有期労働契約は、通算契約期間に含めません。

・労働者は、平成２５年４月１日以後に開始した有期労働契約の通算契約期間が５年を超える場合、その契約期間の初

日から末日までの間に、無期転換の申込みをすることができます。

・労働者が無期転換の申込みをすると、使用者が申込みを承諾したものとみなされ、無期労働契約がその時点で成立し

ます。無期に転換されるのは、申込み時の有期労働契約が終了する日の翌日からです。

・無期労働契約の労働条件（職務、勤務地、賃金、労働時間など）は、別段の定めがない限り、直前の有期労働契約と

同一となります。別段の定めをすることにより、変更可能です。

・無期転換を申し込まないことを契約更新の条件とするなど、あらかじめ労働者に無期転換申込権を放棄させることは

できません。

※クーリング期間について

①通算の契約期間が１年以上の場合

契約がない期間（６か月以上）が間にあるとき：有期労働契約とその次の有期労働契約の間に、契約がない期間

が６か月以上あるときは、その空白期間より前の有期労働契約は通算契約期間に含めません。これをクーリン

グといいます。

②通算の契約期間が１年未満の場合

その直前の通算契約期間の２分の１以上かつ１か月以上の無契約期間があるときは、その無契約期間の前の有

期労働契約は通算されません。

※研究開発法人、大学等の研究者等についての無期転換ルールの適用に当たっては、無期転換申込権が発生する通算

契約期間を１０年とする特例が設けられています（平成２６年４月１日施行）。

※専門的知識等を有する有期雇用労働者及び定年後引き続いて雇用される有期雇用労働者についての無期転換ルー

ルの適用に当たっては、「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法」による特例が別途定めら

れています（平成２７年４月１日施行）。

｢｢雇雇止止めめ法法理理｣｣のの法法定定化化・・・・・・（（第第 条条））

・有期労働契約は、使用者が更新を拒否したときは、契約期間の満了により雇用が終了します。これを｢雇止め｣といい

ます。

雇止めについては、労働者保護の観点から、過去の最高裁判例により一定の場合にこれを無効とする判例上のルール

（雇止め法理）が確立しています。

・当該条文は、最高裁判例で確立した「雇止め法理」が法定化されたもので、一定の場合には、使用者による雇止めが

認められないことになるルールです。

・使用者が労働者を「雇止め」することが「客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められないとき」

は、雇止めが認められないこととなります。
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いた内容が、労働者の労働条件になります。

・就業規則の変更の手続きは、労働基準法第 条及び第 条の定めるところによります。

労労働働契契約約をを終終了了すするる場場合合ななどどににはは・・・・・・（（第第 条条、、第第 条条、、第第 条条））

・権利濫用と認められる出向命令は、無効となります。

・客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当と認められない懲戒は、無効となります。

・客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当と認められない解雇は、権利を濫用したものとして無効になります。

有有期期労労働働契契約約をを結結ぶぶ場場合合ににはは・・・・・・（（第第 条条））

・使用者は、やむを得ない事由がある場合でなければ、契約期間が満了するまでの間において、労働者を解雇すること

ができません。

・使用者は、有期労働契約によって労働者を雇い入れる目的に照らして、契約期間を必要以上に短い期間を定めること

により短期の有期労働契約を反復更新することのないよう配慮しなければなりません。

無無期期労労働働契契約約へへのの転転換換・・・・・・（（第第 条条））

・同一の使用者との間で、有期労働契約が通算で５年を超えて繰り返し更新された場合は、その労働者に「無期転換申

込権」が発生します。無期転換申込権を得た労働者が使用者に申込みを行うことによって、無期労働契約に転換され

ます。この無期転換ルールは、有期労働契約の濫用的な利用を抑制し、労働者の雇用の安定を図ることを目的として

います。

※通算契約期間のカウントは、平成２５年４月１日以後に開始する有期労働契約が対象です。平成２５年３月３１日

以前に開始した有期労働契約は、通算契約期間に含めません。

・労働者は、平成２５年４月１日以後に開始した有期労働契約の通算契約期間が５年を超える場合、その契約期間の初

日から末日までの間に、無期転換の申込みをすることができます。

・労働者が無期転換の申込みをすると、使用者が申込みを承諾したものとみなされ、無期労働契約がその時点で成立し

ます。無期に転換されるのは、申込み時の有期労働契約が終了する日の翌日からです。

・無期労働契約の労働条件（職務、勤務地、賃金、労働時間など）は、別段の定めがない限り、直前の有期労働契約と

同一となります。別段の定めをすることにより、変更可能です。

・無期転換を申し込まないことを契約更新の条件とするなど、あらかじめ労働者に無期転換申込権を放棄させることは

できません。

※クーリング期間について

①通算の契約期間が１年以上の場合

契約がない期間（６か月以上）が間にあるとき：有期労働契約とその次の有期労働契約の間に、契約がない期間

が６か月以上あるときは、その空白期間より前の有期労働契約は通算契約期間に含めません。これをクーリン

グといいます。

②通算の契約期間が１年未満の場合

その直前の通算契約期間の２分の１以上かつ１か月以上の無契約期間があるときは、その無契約期間の前の有

期労働契約は通算されません。

※研究開発法人、大学等の研究者等についての無期転換ルールの適用に当たっては、無期転換申込権が発生する通算

契約期間を１０年とする特例が設けられています（平成２６年４月１日施行）。

※専門的知識等を有する有期雇用労働者及び定年後引き続いて雇用される有期雇用労働者についての無期転換ルー

ルの適用に当たっては、「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法」による特例が別途定めら

れています（平成２７年４月１日施行）。

｢｢雇雇止止めめ法法理理｣｣のの法法定定化化・・・・・・（（第第 条条））

・有期労働契約は、使用者が更新を拒否したときは、契約期間の満了により雇用が終了します。これを｢雇止め｣といい

ます。

雇止めについては、労働者保護の観点から、過去の最高裁判例により一定の場合にこれを無効とする判例上のルール

（雇止め法理）が確立しています。

・当該条文は、最高裁判例で確立した「雇止め法理」が法定化されたもので、一定の場合には、使用者による雇止めが

認められないことになるルールです。

・使用者が労働者を「雇止め」することが「客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められないとき」

は、雇止めが認められないこととなります。
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兵庫県内ハローワーク（公共職業安定所）学卒担当窓口 一覧表

 

ハハロローーワワーークク

（（公公共共職職業業安安定定所所））
所所在在地地（（郵郵便便番番号号）） 電電話話番番号号 管管 轄轄 区区 域域

神戸

神戸新卒応援ハローワーク

〒

神戸市中央区東川崎町

神戸クリスタルタワー

新規中学校・高等学校卒業予定者の窓口
神戸市《ハローワーク三田、灘、明石及び西神の管轄地域を除く》

新規大学等卒業予定者の窓口

三 田（出張所）
〒

三田市天神１

三田市、

神戸市北区のうち有野台、有野町、有野中町、唐櫃六甲台、有馬町、淡河町、大

沢町、鹿の子台北町、鹿の子台南町、唐櫃台、京地、道場町、長尾町、西山、八

多町、東有野台、東大池、藤原台北町、藤原台中町、藤原台南町、赤松台、上津

台、菖蒲が丘

灘
〒

神戸市灘区大内通

神戸市灘区、東灘区、

神戸市中央区のうち旭通、吾妻通、生田町、磯上通、磯辺通、小野柄通、小野浜

町、籠池通、上筒井通、神若通、北本町通、国香通、雲井通、熊内町、熊内橋通、

御幸通、琴ノ緒町、坂口通、東雲通、神仙寺通、大日通、筒井町、中尾町、中島

通、二宮町、布引町、野崎通、旗塚通、八幡通、浜辺通、日暮通、葺合町、真砂

通、南本町通、宮本通、八雲通、若菜通、脇浜海岸通、脇浜町、割塚通

尼 崎
〒

尼崎市西大物町

アマゴッタ

尼崎市

西 宮
〒

西宮市池田町

西宮駅南庁舎 階～ 階
（部門コード ♯）

西宮市、芦屋市、宝塚市

姫 路
〒

姫路市北条字中道

姫路市《ハローワーク龍野の管轄区域（姫路市安富町）を除く》、神崎郡、揖保

郡

加古川
〒

加古川市野口町良野
加古川市、高砂市、加古郡

伊 丹
〒

伊丹市昆陽

伊丹労働総合庁舎

伊丹市、川西市、川辺郡

明 石
〒 １

明石市大明石町

明石市、神戸市西区のうち曙町、天が岡、伊川谷町有瀬、伊川谷町上脇、伊川谷町

潤和、伊川谷町長坂、伊川谷町別府、池上、今寺、岩岡町、枝吉、王塚台、大沢、

大津和、上新地、北別府、小山、白水、玉津町、天王山、中野、長畑町、福吉台、

ニツ屋、丸塚、水谷、南別府、宮下、持子、森友、竜が岡、和井取

豊 岡
〒

豊岡市寿町

豊岡地方合同庁舎

豊岡市

香 住（出張所）
〒

美方郡香美町香住区香住
美方郡

八 鹿（出張所）
〒

養父市八鹿町八鹿
養父市

和 田 山（分室）
〒

朝来市和田山町東谷
朝来市

西 脇
〒

西脇市西脇

西脇地方合同庁舎

西脇市、小野市、加西市、加東市、多可郡

洲 本
〒

洲本市塩屋

兵庫県洲本総合庁舎１階

洲本市、淡路市、南あわじ市

柏 原
〒

丹波市柏原町柏原
１ 丹波市

篠 山（出張所）
〒

丹波篠山市郡家
丹波篠山市

西 神
〒 １

神戸市西区糀台

１

（部門コード ♯）
神戸市西区《ハローワーク明石の管轄区域を除く》、三木市

龍 野
〒

たつの市龍野町富永
たつの市、宍粟市、佐用郡、姫路市のうち安富町

相 生（出張所）
〒

相生市旭

相生地方合同庁舎

相生市、赤穂市のうち西有年、東有年、有年横尾、有年楢原、有年原、

有年牟礼、赤穂郡

赤 穂（出張所）
〒

赤穂市中広字北
赤穂市《ハローワーク相生の管轄区域を除く》
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労働基準監督署所在地一覧表

 

 
労働基準監督署名 所在地 TEL 管轄区域 

神戸東労働基準監督署 

〒650-0024 

神戸市中央区海岸通 29 

神戸地方合同庁舎 3階 

078-389-5340 神戸市中央区・灘区 

神戸西労働基準監督署 
〒652-0802 

神戸市兵庫区水木通 10-1-5 
078-570-0090 

神戸市兵庫区・長田区・須磨区・ 

垂水区・北区・西区 

尼崎労働基準監督署 

〒660-0892 

尼崎市東難波町 4-18-36 

尼崎地方合同庁舎 1階 

06-7670-4921 尼崎市 

姫路労働基準監督署 
〒670-0947 

姫路市北条 1-83 
079-256-5788 

姫路市・たつの市・宍粟市・ 

神崎郡・揖保郡 

伊丹労働基準監督署 

〒664-0881 

伊丹市昆陽 1-1-6 

伊丹労働総合庁舎 

072-772-6224 
伊丹市・川西市・三田市・ 

丹波篠山市・川辺郡 

西宮労働基準監督署 

〒662-0942 

西宮市浜町 7-35 

西宮地方合同庁舎 

0798-26-3733 
西宮市・芦屋市・宝塚市・ 

神戸市東灘区 

加古川労働基準監督署 
〒675-0017 

加古川市野口町良野 1737 
079-458-8471 

明石市・加古川市・三木市・ 

高砂市・小野市・加古郡 

西脇労働基準監督署 

〒677-0015 

西脇市西脇 885-30 

西脇地方合同庁舎 

0795-22-3366 
西脇市・加西市・丹波市・ 

加東市・多可郡 

但馬労働基準監督署 
〒668-0031 

豊岡市大手町 9-15 
0796-22-5145 

豊岡市・養父市・朝来市・ 

美方郡 

相生労働基準監督署 

〒678-0031 

相生市旭 1丁目 3-18 

相生地方合同庁舎 

0791-22-1020 
相生市・赤穂市・佐用郡・ 

赤穂郡 

淡路労働基準監督署 
〒656-0014 

洲本市桑間 280-2 
0799-22-2591 洲本市・淡路市・南あわじ市 
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